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19.技能士 (1.5.2)

・　下表で技能士を適用しないとした職種でも、技能士の配置に努めること。

・　下表で技能士を適用することとした職種に、１級又は単一級技能士を配置する。
※　下表で技能士を適用することとした職種に、１級、２級又は単一級技能士を配置する。

以下の該当工事
仮設工事
鉄筋工事
コンクリート工事

・該当する作業がある以下の職種（作業）の全て
・とび（とび作業）
・鉄筋施工（鉄筋組立作業）
・型枠施工（型枠工事作業）
・コンクリート圧送施工（コンクリート圧送工事作業）
・鉄工（構造物鉄工作業）
・とび（とび作業）
・左官（左官作業）
・塗装（建築塗装作業）

左官工事

鉄骨工事

塗装工事
技能士を適用しないとした職種でも、１級、２級又は単一技能士の配置に努めること。

工 事 種 別 技能検定職種（技能検定作業）

特 　 記 　 仕 　 様 　 書

Ⅰ　工 事 概 要
・　工　事　名　称　：
・　工　事　場　所　：

１．共通仕様
図面及び特記仕様に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「公共建築工事

「解体共通仕様書」という。）による。
なお、施工条件明示書は、特記仕様書に含める。

２．特記仕様
１）項目は、番号に○印のついたものを適用する。
２）特記事項は、・印のついたものを適用する。・印のつかない場合は※印のついたものを適用する。

・印と※印のついた場合は、共に適用する。
３）特記事項に記載の（　）、＜　＞及び［　］内の表示番号は、それぞれ「標準仕様書」、

「改修標準仕様書」及び「解体共通仕様書」の当該項目、当該図又は当該表を示す。
４）特記事項に記載の 注１ は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく「環境物品

等の調達の推進に関する基本方針(平成25年2月閣議決定)」に定める判断の基準を満たす物品を示す。
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章 項　　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

・工事にあたっては，近隣住民や通行人に対する安全の確保に努めること。
・工事にあたっては，騒音規制法，振動規制法等の関係法令を遵守し，必要な措置を講じ

ること。
・工事施工中に予期せぬ事態や疑義が生じた場合は、監督職員に報告の上，指示に従う

こと。
・請負業者は、監督職員と随時打合せを行い、工程の確認・調整及び工事の円滑な進捗を

はかること。
・施工体系図を現場に掲示すること。
・工事着手前に近隣住民等へ周知すること。
・工事着手前及び完成時に，以下に示す調査範囲の近隣家屋等の内外の状況

（地盤，擁壁，内外壁，床，建具等）を調査・記録し，報告書を監督職員に提出する
こと。
調査範囲　　※　図示

１.一般事項

２.適用基準等

（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

・建設工事公衆災害防止対策要綱　建築工事編　
（建設省建設経済局建設業課・住宅局建築指導課　監修）

・工事現場の環境改善及び建設副産物の適正処理実施要綱
（長野県住宅部制定）

・長野県建設リサイクル推進指針

工事工期より　　　　　　　　　　　日前 (1.2.1)

※適用する（請負精算額が500万円以上の場合）４.工事実績情報
(CORINS)の登録

３.概成工期

(1.1.4)
受注時、変更時及び工事完成時にあらかじめ監督職員の確認を受け、契約締結後及び
工事完成後の10日以内に登録手続きを行い、工事カルテの受領書を、監督職員に提出
すること。

・適用しない

※　下請金額にかかわらず施工体制台帳を作成し、写しを提出する。５.施工体制

※　全ての工事で施工体系図を工事現場内の見やすい場所に掲示する。

発生材の処理６.発生材の処理等
・引渡しを要するもの（
・特別管理産業廃棄物（

）
）

受入れ施設名・所在地(km)
・再生資源化を図るもの

・　セメント
コンクリート塊

・　アスファルト
コンクリート塊

・　建設発生木材
・ 建設汚泥

種　　類 受 入 施 設 名 所　在　地　(Km) 備　　　考

・現場において再利用を図るもの（ ）
・その他の廃棄物（安定型)( ）

受入れ施設名・所在地(km)
・その他の廃棄物（管理型)( ）

受入れ施設名・所在地(km)

上記の処理、処分は設計積算上の条件明示であり、処理施設を指定する
ものではない。なお、上記によらない場合は、監督職員と協議すること。
また、処理、処分に先立ち処分場等の受入の可否を確認すること。

建設副産物情報交換システム(COBRIS)への登録 （請負代金額が100万円以上の場合）
・　適用する

施工計画時、工事完了時及び登録情報の変更が生じた場合は速やかに建設副産物情報
交換システム（(財)日本建設情報総合センター建設物センター）にデータ入力を行うこと

入力した工事にあっては、当該システムにより再生資源計画書及び再生資源利用促進
計画書を作成し施行計画書に含め、かつ当該システム工事登録証明書を監督職員に提出
しなければならない。

また、建設副産物実態調査にあっては、フロッピーディスク等によるデータ提出を省
略するものとする。

なお、これにより難い場合は、監督職員と協議するものとする。

・　適用しない

７.電気保安技術者
工事現場におく電気保安技術者は、電気事業法に基づく電気主任技術者の職務を

補佐し、電気工作物の保安の業務を行うものとする。

(1.3.3)

・　要 ・　不要

８.施工条件 関連工事による施工時期の調整 ・　有（内容： ） (1.1.7)
・　無

施工時期・時間の制限 ・　指定しない ・　工事指示書による (1.3.5)
部位別施工順序 ・　指定しない ・　工事指示書による
工事用車両の駐車場所 ・　有（協議による） ・　無
資機材置場所 ・　有（協議による） ・　無
関係機関等との協議の未成立事項 ・　有（内容： ）

※　無
関係機関等との協議結果・特定条件の付加 ・　有（内容：

※　無
）

）
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９.公害対策
・公害防止（騒音，振動，水質等）の施工方法，機械施設，作業時間等の制限についての

施工条件　（内容：
建設工事の排出ガス対策

工事の施工にあたり、下記に示す排出ガス対策型建設機械を使用しなければならない。

トンネル工事用排出
ガス対策型建設機械
(7機種)

・バックホウ
・大型ブレーカー
・トラクタショベル
・コンクリート吹付機
・ドリルジャンボ
・ダンプトラック
・コンクリートミキサ

ディーゼルエンジン(出力30Kw～
260Kw)(40.8Ps～353Ps)を搭載した
建設機械に限る。

ただし、道路搬送車両の保安基準
に排出ガス基準が定められている自
動車の種別で、有効な自動車車検証
の交付を受けているものを除く。

一般工事用建設機械 ・バックホウ
・車輪式トラクタショベル
・ブルドーザ
・可搬式発動発電機
・可搬式空気圧縮機
・油圧ユニット

ディーゼルエンジン(出力7.5Kw～
260Kw)を搭載した建設機械に限る。

ゼルエンジン駆動の油圧ユニットを搭載
ベースマシンとは別に、独立したディー
（以下に示す基礎工事用機械のうち、

しているもの：油圧ハンマ、バイブロ
ハンマ、油圧鋼管圧入・引抜機、アース
オーガ、オールケーシング掘削機、リ
バースサーキュレーションドリル、アー
スドリル、地下連続壁施工機、全回転型
オールケーシング掘削機）

・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ
・ホイールクレーン

なお、排出ガス対策型建設機械を使用できない場合は、平成７年建設技術評価制度公募
課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」、又はこれと同等の開発目的で実施された
民間開発建設技術の技術審査・証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した
建設機械（平成16年9月1日まで装着したものに限る。）を仕様することで、排出ガス対策
型建設機械と同等と見なす。

10.安全対策 交通安全施設等の指定 ・　有（図示） ※　無
占用埋設物との近接工事による施工方法，作業時間の制限

・　有（内容： ） ※　無
安全訓練等の実施 ※　実施する ・　実施しない

工事着手後，原則として作業員全員参加により，月当たり半日以上の時間を割り当て
安全訓練等を実施する。

11.環境対策 ・　ＩＳＯ１４００１対象工事
施工計画書中の環境対策の項目に環境配慮計画書を記載し，現場においては特に環境
に配慮する。

※　対象外工事

12.工事現場のイ ※　行う　　　・　行わない
メージアップ

13.事故報告
工事の施工中に事故が発生した場合は，直ちに監督職員に通報するとともに，別に指示
する「事故報告書」を指示する期日までに監督職員に提出する。

14.建築材料等 環境への配慮 (1.4.1)
※　環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）（平成12年法律100号）

により、環境負荷を低減できる材料を選定するよう努める。
※　工事に使用する材料は，アスベストを含有しないものとする。

化学物質を放散させる建築材料等
本工事の建物内部に使用する材料等は，設計図書に定める所要の品質及び性能を有す

るものとし，次の（１）から（５）を満たすものとする。
（１）合板，木質系フローリング，構造用パネル，集成材，単板積層材，ＭＤＦ，

パーティクルボード，その他の木質建材，ユリア樹脂板，仕上塗材及び壁紙は，
ホルムアルデヒドを放散させないか，放散が極めて少ないものとする。

（２）保温材，緩衝材，断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを放散させないか，
放散が極めて少ないものとする。

（３）接着材はフタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシルを含有
しない難揮発性の可塑剤を使用し，ホルムアルデヒド，トルエン，キシレン及
びエチルベンゼンを放散させないか，放散が極めて少ないものとする。

（４）塗料はホルムアルデヒド，トルエン，キシレン及びエチルベンゼンを放散させ
ないか，放散が極めて少ないものとする。

（５）（１），（３）及び（４）の材料を使用して作られた家具，書架，実験台，
その他の什器等は，ホルムアルデヒドを放散させないか，放散が極めて少ない
ものとする。

また、設計図書に定める「ホルムアルデヒド放散量」は，次のとおりとする。

工　　　種 建　設　機　械　名 備　　　考

規制対象外 JIS及びJASのＦ☆☆☆☆品①
② 施行令第20条の7第4項による国土交通大臣認定品
③ 下記表示のあるJAS適合品
ａ．接着剤等不使用
ｂ．非ホルムアルデヒド系接着剤使用
ｃ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散

しない材料使用
ｄ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散

しない塗料使用
ｅ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散

しない塗料等使用
ホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用ｆ．

第三種 ①
②

JIS及びJASのＦ☆☆☆品
施行令第20条の7第3項による国土交通大臣認定品

ホルムアルデヒド放散量 該当する材料

材料の品質等 (1.4.2)
本工事に使用する材料は，設計図書に定める品質及び性能を有するものとし，その材料

にJIS又はJASのマークの表示のある場合を除いて監督職員の承諾を受ける。
特定のものが特記された場合は，設計図書に規定するもの又は，これらと同等のものと

する。ただし，同等のものとする場合は，監督職員の承諾を受ける。

16.特別な材料の
工法

「標準仕様書」及び「改修標準仕様書」に記載されていない特別な材料の工法は，当該
製品の指定工法とする。

18.設計G.L. ※　図　示 ・　設計GL　（現地にて再確認の上、決定する）

20.工事経過記録 工事経過報告書を、毎月１回監督職員に提出する。
の報告 内容：日誌，天候，工事進捗状況，工事進捗状況写真，その他監督職員の指示する事項

21.工事報告書
の提出

請負額2,500万円(建築工事の場合は、5,000万円)以上の場合、及び発注者が必要と認め
た工事については、所定の様式により、「工事報告書」を毎週一回又は随時に主任監督員
に報告する。

報告方法：電子メール、FAX等
報告内容：（１）工事進捗状況

（２）地元住民や地権者との関係(トラブル等の有無)
（３）新たな支障物件等の発生
（４）工事の進捗に支障を来す設計図書と現場の食い違い
（５）関係機関との協議事項等の進捗状況
（６）大幅な変更(工法、工事区域、工種等）が想定される事案の発生
（７）その他の必要事項

22.完成時の提出
図書

(1.7.1～3)(表1.7.1)
※完成図 提出部数　※各２部　・　　部 (※原図及びその複写図 ・電子媒体)
※施工計画書 提出部数　※１部　　・　　部
※施工図 提出部数　※１部　　・　　部
※保全に関する資料 提出部数　※２部　　・　　部

電子媒体 ※ＣＤ－Ｒ ・
完成図面電子データ形式 ※ＪＷＷ ・ＤＸＦ ・ＰＤＦ ・

23.完成写真 ※　作成する ・作成しない

・カラー ※キャビネ版

・

外部（　　）内部（　　）
外観正面　（※１　・　　）
内部各室（　　）

※2
※5

・
・

※100×125以上
・

・カラー四切木製パネル
・カラー半切木製パネル
・電子データ

外部（　　）内部（　　）
外部（　　）内部（　　）
外部（　　）内部（　　）

※2
※2
※2

・
・
・ ※500万画素以上

撮影業者は，建築完成写真撮影実績がある者で，監督職員が承諾する者とする。
電子データは，RGB（フルカラー），JPEG形式最高画質とし，CD-Rにて提出する。

提出様式 ・工事用アルバムA4版 ・フリーアルバム ・

分類・規格 撮影箇所数 提出部数 原板の大きさ(㎜)

24.他工事又は他工
程との取合い

施工範囲　　各工事の区分表による。
施 工 図 設備機器の位置，取り合い等が検討できる施工図を提出して監督職員の承諾

を受ける。

25.火災保険等 工事目的物及び工事材料等について，次により保険に付す。
※　火災保険 ※　建設工事保険 ・
※　工事着手から工事目的物引き渡しまで ・

26.公共事業労務費
調査に対する
協力

本工事が公共事業労務費調査の対象工事となった場合，調査票等に必要事項を正確に

保険の種類
保険期間

記入し監督職員に提出する等，必要な協力を行う。また，本工事の工期経過後においても
同様とする。

調査票等を提出した事業所を事後に訪問して行う調査・指導の対象に該当した場合，
その実施に協力する。また、本工事の工期経過後においても同様とする。

公共事業労務費調査の対象工事となった場合に正確な調査票等の提出が行えるよう，労
働基準法等に従って就業規則を作成するとともに賃金台帳を調整・保存する等，日頃より
使用している現場労働者の賃金時間管理を適切に行っておく。

本工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請工事の受注者（当該下請
工事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）が上記同様の義務を負う旨定める。

27.施工図等の取扱 施工図等の著作権に係わる当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする。
とする。

28.住宅瑕疵担保
責任

住宅瑕疵担保履行法に基づく保険の加入又は保証金の供託の義務付け
・あり（新築住宅の場合） ・なし（新築住宅以外の場合）

29.不法無線局の
排除

請負者は電波法令を遵守し、不法無線局を搭載した車両を使用してはならない。

30.その他 ※工事着工前に打ち合わせ用としてA3(縮小)２つ折り製本を２冊提出

２
　
仮
設
工
事

１.仮囲い ※　設ける
仮囲いの位置及び延長は図示による。
・万能鋼板（H=　　）　・波形鉄板（H=1800）　・単管シート（H=　　） ・図示
・シートゲート（H=　　，W=　　）×　　　箇所
・アコディオンフェンス　（H=1800，W=6000）×　１　箇所

・　設けない

２.危害防止 ※　シート張り　　・　金網養生

３.交通誘導員 ・　配置する（　　ヶ月　×　　人　＝　　　人月）　　・　配置しない

４.揚重機器器具 ・　トラッククレーン（　ｔ吊り）×　　日
・　　　　　　　　　（　ｔ吊り）×　　日

５.監督職員事務所 ・　設けない（請負者事務所に打合せ会議室を確保する） (2.3.1)
※　設ける（規模　　　　㎡程度　請負者事務所と同棟　・可　・否）

備品（ ）

６.工事表示板 ※　設置する　　　　　　　設置枚数　　１枚
・　設置しない

７.事業コスト
表示板

※　設置する　　　　　　　設置枚数　　１枚
・　設置しない

８.工事用水 構内既存の施設　・利用できる（※有償　・無償）　※利用できない
　　　　　　　　・敷地内に水道はない（未施工）

９.工事用電力 構内既存の施設　・利用できる（※有償　・無償）　※利用できない

10.工事用通路 ※　指定しない　　・　指定する（図示）

２
　
仮
設
工
事

11.足場等 足場を設ける場合は、「手すり先行工法等に関するガイドライン（厚生労働省平成21年
４月策定）」によるものとし、設置については「手すり先行工法による足場の組立て等に
関する基準」及び「働きやすい安心感のある足場に関する基準」によること。

なお、改善装置機材による場合は、手すり先行専用足場型と同等の機能を確保するよう
に努めること。

12.その他の仮設 ・　仮設トイレ

３
　
土
工
事

１.雨水及び湧水等 排水方法　※指定しない　・指定する（内容： ） (3.2.2)
の排水 放 流 先　※指定しない　・指定する（内容： ）

２.埋戻し及び
盛土の種別

種別　　・Ａ種　　※Ｂ種　　・Ｃ種　　・Ｄ種 (3.2.3)(表3.2.1)
Ｃ種の場合 建設発生土受入数量　　　　　　㎡

発生場所

３.建設発生土の
処理

(3.2.5)・　構外に搬出し適切に処理する。
・　構外指示の場所に搬出する。

受入れ施設名・所在地（km）
・　構内指示の場所に敷きならす。
・　構内指示の場所にたい積する。

発生土を場外へ搬出する場合
１．建設発生土現場管理者(複数可）を選任し、施工計画書」に記載し監督職員に提出

すること。
２．「ダンプトラック等管理表」を工事着手前に監督職員に提出すること。
３．「建設発生土搬出等管理表」を搬出を行う日毎に作成し、1週間毎の集計表を監督

職員に提出すること。
４．建設発生土は受入地において、搬出先土量を管理するとともに、搬出先の土量を

確認すること。

４.山留め ・　設置する　　　・設置しない
・　存置する　　　・存置しない

(3.3.1)
(3.3.3)

５.濁水・湧水
処理対策

濁水・湧水処理のための特別な対策の必要性
・　有（内容： ） ※　無

４
　
地
業
工
事

６.砂利地業 ※　再生クラッシャラン　　・　（　　　　　　　　　　　　　） (4.6.2～3)

５
　
鉄
筋
工
事

１.鉄筋の種別 (5.2.1)(表5.2.1)

鉄筋コンクリート用棒鋼 ※　ＳＤ２９５Ａ
※　ＳＤ３４５

※　Ｄ１６以下
※　Ｄ１９以上

規　格　名　称 種　類　の　記　号 径　　(㎜)

２.溶接金網 ※　JIS G 3551のJIS表示認証製品
線径(㎜)　6.0　×　網目(㎜)　100
使用箇所（ ）

(5.2.2)

３.鉄筋の継手 (5.3.4)
※　重ね継手
※　ガス圧接

Ｄ１６以下
Ｄ１９以上 はり　柱の主筋

接　合　方　法 径(㎜) 施　工　箇　所

４.耐久上不利な
箇所の鉄筋の
かぶり厚さ

施　工　箇　所　等 表5.3.6の値に加える寸法(㎜)

５.各部配筋 各部の配筋は，図示による。図示がなければ，標準仕様書 末尾資料の
｢各部配筋　参考図」による。

(5.3.7)

６.柱の帯筋 ※　Ｈ形 ・　Ｗ－１形 ・ＳＰ形　　　　　 (参考図 図2.2)

７.耐震壁を除く
壁の開口部補強

・　Ａ形 ※　Ｂ形 (参考図 表4.3～4.4)

８.はり貫通孔の
補強

補強形式　　　※Ｈ３形以上　・Ｍ型　・ＭＨ型 (参考図 表7.1～7.3)

９.圧接完了後の
抜取試験

試験方法　　※　超音波探傷試験　　　・　引張り試験 (5.4.9)

６
　
コ
ン
ク
リー

ト
工
事

１.レディーミクス
コンクリート

種　別　　　※　Ⅰ類　　　　・　Ⅱ類 (6.2.1)(表6.2.1)
・コンクリート用骨材の品質試験を実施する。(構造体コンクリートのみ）

(アルカリシリカ反応試験(化学法)、密度試験、吸水率試験）
・コンクリート単位水量測定を実施する。

２.設計基準強度 普通コンクリート（JIS A5308のJIS表示認証製品) (6.2.2)

・　２４
※　２１
・　１８

Ｆｃ　(Ｎ/mm２) 適　　用　　箇　　所

３.スランプ 基礎，基礎梁，土間スラブ　　※　１５cm　　・　１８cm
柱，梁，スラブ，壁　　　　　※　１８cm

(6.2.4)(表6.2.2)

４.打放し仕上げの
種類

(6.2.5)(表6.2.4)

・　Ａ　種
※ Ｂ　種
・　Ｃ　種

種　　　別 施　　工　　箇　　所

５.セメントの
種類

※　普通ポルトランドセメント又は混合セメントのＡ種
・

(6.3.1)

６.型枠 (6.8.3)

※ １２　　・　※　合　　板
・　床型枠用鋼製

デッキプレート
・　断熱材兼用型枠
ＭＣＲ工法用シート ※　適用しない ・　適用する

せき板の種類 板　　厚(mm) 適用箇所 備　　　考

・　ひび割れ誘発目地
目地寸法　　※　図示
位　置　　　※　図示

(6.8.2)

そ
の
他

１.注意事項 ・敷地内の既存部に破損等が発生した場合、監督員と協議の上復旧する事。
敷地外の施設に破損等を生じさせた場合も同様とする。

・

(5.3.5)

(1.3.11)

(1.3.8)

(1.3.8)

(1.3.10)

(1.3.9)

Ⅱ　　建　築　工　事　仕　様

洗馬小学校貯水槽耐震化工事
塩尻市大字洗馬2545

ＮＯ．ＳＩＧＮ．ＤＡＴＥ．ＳＣＡＬＥ．ＭＡＰ　ＮＡＭＥ．ＰＲＯＪＥＣＴ．

塩　　尻　　市 洗馬小学校貯水槽耐震化工事
Ａ１：NO SCALE

Ａ３：NO SCALE
R5.10.31特記仕様書１ Ａ－０１

標準仕様書（令和４年度版）（以下、「標準仕様書」という。）による。
ただし，「標準仕様書」に記載されていない事項は，「公共建築改修工事標準仕様書（令和４年度版）
（以下「改修標準仕様書」という。）及び「建築物解体工事共通仕様書(令和４年版）」(以下

・建築工事標準詳細図（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　令和４年版）
・建築構造設計基準（国土交通大臣官房官庁営繕部整備課監修　令和３年版）
・営繕工事写真撮影要領（令和５年版）･同解説　工事写真の撮り方　建築編

・建築物解体工事共通仕様書（国土交通省大臣官房庁営繕部監修　令和４年版）

・長野県営繕工事の手引（長野県建設部施設課監修　最新版）



章 項　　　　目 特　　　　記　　　　事　　　　項

Ⅲ　　解 体 工 事 仕 様

１.杭の解体 ・行う　　　　　　・行わない
杭の解体工法
・引抜き工法　　　・破砕による解体

２.樹木等 樹木の伐採抜根及び移植
・行う（※図示　　・　　）　　・行わない

３.地下埋設物
・埋設配管 ・行う（※図示　　・　　）　　・行わない

地下埋設物及び埋設配管の解体

４.設備機器等 解体事前処理（油類タンク）

[3.9.2]

[3.11.1]

[3.12.1]

※図示による

・燃料槽、燃料小出槽は、洗浄のうえ中和処理を行う。
解体事前処理（冷媒）

※図示による
・冷媒を屋外機にポンプダウンした後、撤去を行う機器

・解体に先立ち、燃料配管、燃料槽、燃料小出槽等に残油がないことを確認する。
必要に応じて残油を抜き取り、燃料を土壌に流出させないように注意する。

図 面 番 号 記 号

・冷媒を回収した後、撤去を行う機器
図 面 番 号 記 号

３
　
解
体
施
工

５.屋外設備等 電柱の撤去　　・行う（※図示　・　　）　　・行わない
外灯の撤去　　・行う（※図示　・　　）　　・行わない

６.解体後の整地 解体後の埋戻し及び盛土 [3.13.1]
・行う

整地高さ
・現状GL　　　　・行う（※図示　　・　　　）

埋戻し及び盛土の材料
・山砂の類　　　・建設発生土の中の良質土　　　・再生コンクリート砂
埋戻し及び盛土に当たっては、各層30cm程度毎に締め固めること。

・行わない

※請負者が同工事の許可業者でない場合は、同工事の許可を取得している者に委託する。
（長野県建設工事入札参加資格者のうちから監督職員と協議して委託する）

７.機械設備及び 機械設備（給排水管設備、消火設備、ガス設備等）及び電気設備（構内配電線等）の
切替・遮断等の工事を行う者

５
　
特
別
管
理
産
業
廃
棄
物
等
の
処
分
等

１.施工調査 [5.1.3]

採取する数量
管理産業廃棄物等の種類

分析調査を行う特別 採取する部位
又は箇所等

備　考

・図示

・図示
・　　箇所

・　　

・　　

２.特別管理産業 [5.4.1]PCB含有シーリング分析調査
・第一次判定

現場にてサンプルを採取し、シーリング材種及び分析の要否を判定する。
・第二次判定

専門分析機関にてPCB含有量の分析を行う。

絶縁油のPCB含有量の分析は、｢特別管理一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係る基準の
検討方法（平成4年7月3日厚生省告示第192号）｣又は｢絶縁油中のＰＣＢの分析方法規定
JEAC1201-1991」(GC-ECD法)（社団法人日本電気協会により行う。

焼却炉のダイオキシン類汚染物質の調査は、｢廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン
類ばく露防止対策要綱（平成26年1月10日付基発0110第1号）｣により行う。

廃棄物の処理等

[5.4.1]
特別管理産業廃棄物の種類
・廃石綿
・廃油
・廃酸
・廃アルカリ

仕　　様 数　　量 備　　考

処理施設
※監督員の承諾する施設　　　・図示　　　・現場説明書による

引渡しを要する機器類（含有の場合）
・照明器具や安定器について　PCB含有調査を事前に行うこと。

[5.4.1]３.PCBを含む

[5.4.1]４.PCB含有 撤去方法

撤去範囲　　※図示　　　　　・　　　
・　

※｢標準施工要領書（日本シーリング工事業協同組合連合会/日本シーリング材工業会）｣
による。

５.特殊な建設
副産物の改修

及び処分

[7.3.1]
回収及び処分を行う特殊な

建設副産物の種類
回収業者又は
処分場の名称

・フロン
・ハロン
・イオン化式感知器
・六ふっ化硫黄（SF ）ｶﾞｽ6

※監督員の承諾する場所
※監督員の承諾する場所
※監督員の承諾する場所
※監督員の承諾する場所
※監督員の承諾する場所

※監督員の承諾する業者
※監督員の承諾する業者
※監督員の承諾する業者
※監督員の承諾する業者
※監督員の承諾する業者

対象機器名称 保管場所の名称

７
　
そ
の
他

１.工事現場の環境
改善について

工事現場のイメージアップ
・仮囲い周辺の美化　　　・　

地域住民への情報提供
・情報掲示板の設置　　　・パンフレットの作成　　

住民に対する災害防止関係
・現場出入口周辺への誘導員の配備　　・　

２.産業廃棄物の
取扱いについて

産業廃棄物処理状況記録及び写真を次のように整備すること。
(ⅰ) 搬出された産業廃棄物の処理状況記録

①　処理の全部又は一部を委託した場合
ア　収集運搬車両ごとの産業廃棄物管理票（以下「ﾏﾆｭﾌｪｽﾄ」という。)A票、B2票、

D票及E票(建Ⅱの場合はB4票を加える。)の写し、建設廃棄物処理委託契約書の写し
並びに搬出解体材の数量集計表

イ　最終処分場の案内図及び処分状況の写真（中間処理にあっては中間処理施設の
案内図及び中間処理状況の写真）

②　請負者が自ら処理した場合
ア　ﾏﾆｭﾌｪｽﾄに準じた解体材の種類ごとの数量集計表
イ　最終処分場の案内図及び処分状況の写真（中間処理にあっては中間処理施設の

案内図及び中間処理状況の写真）
③　特別管理産業廃棄物の場合

①又は②に準ずる。ただし産業廃棄物管理票とあるを特別管理産業廃棄物管理票と
読み替える。

(ⅱ) 産業廃棄物の再資源化実施状況記録
再生資源利用促進実施書に記載する事項

発生量、搬出先名称、区分、施工条件の内容、搬出先名称、運搬距離、　　
搬出先の種類等

(ⅲ) 写真
①　工事着手前の現場全景、周辺及び対象建築物等の現況写真

③　使用機械類

②　仮設物、安全措置状況及び工程写真
（除却作業状況、埋設配管等及び基礎類は入念に撮影すること。）

④　産業廃棄物収集運搬車両への積込み時及び積降し時の写真
⑤　しゅん工時の全景写真（着手時と同一アングルとする。）
⑥　その他監督職員の指示による

３.騒音、振動調査 調査の有無　　　※無　　　・有
調査方法については設計図書による。

４.土壌調査 調査項目　・土壌調査　　・土壌調査（含有量試験）
・ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出調査　　・廃棄物含有調査

調査箇所については設計図書による。
土壌汚染に係る環境基準に準拠すること。

５.官公庁その他
への届出手続等

(1)工事の着手、施工、完成にあたり、関係機関への必要な手続等を遅延なく行う。
(2)前項に規定する届出手続等を行うにあたっては、届出内容についてあらかじめ

監督職員に報告する。

６.疑義に関する 設計図書に定められた内容に疑義が生じたり、現場の納まり又は取合い等の関係で、
設計図書によることが困難又は不都合な場合が生じたときは、監督職員と協議する。協議等

７.文化財その他
の埋蔵物

工事の施工にあたり、文化財その他の埋蔵物を発見した場合は、直ちにその状況を
監督職員に報告する。
その後の措置については、監督職員の指示に従う。また、当該埋蔵物の発見者としての
権利は、法律の定めるところにより、発注者が保有する。

８.埋蔵文化財調査 ｢周知の埋蔵文化財包蔵地｣の該当　　　　・該当する　　　　　　・該当しない
掘削作業時の教育委員会等の立会い　　　・有　　　　　　　　　・無
埋蔵文化財調査の時期　　　　　　　　　・解体工事終了後　　　・解体工事中

４
　
建
設
廃
棄
物
の
処
理

１.再資源化等 [4.4.1]

※監督員の承諾する施設　・図示　・現場説明書による
・ｺﾝｸﾘｰﾄ及び鉄からなる

建設資材
（ＰＣ板、ｺﾝｸﾘｰﾄ平板、
ｺﾝｸﾘ-ﾄ二次製品）

・コンクリート

※監督員の承諾する施設　・図示　・現場説明書による

・木材 ※監督員の承諾する施設　・図示　・現場説明書による
・木材（縮減）
・アスファルトコンクリート
・金属類
・小形二次電池
・蛍光ランプ、ＨＩＤランプ
・硬質塩化ビニル管、継手

中間処理施設又は再資源化施設等建 設 廃 棄 物 の 種 類

※監督員の承諾する施設　・図示　・現場説明書による
※監督員の承諾する施設　・図示　・現場説明書による
※監督員の承諾する施設　・図示　・現場説明書による
※監督員の承諾する施設　・図示　・現場説明書による
※監督員の承諾する施設　・図示　・現場説明書による
※監督員の承諾する施設　・図示　・現場説明書による

２.現場利用する
再資源化された
建設廃棄物

[4.4.1]
名 称 備 考仕 様

３.産業廃棄物広域
認定制度の活用

[4.4.2]

・図示　　・現場説明書による
・図示　　・現場説明書による

種 類 所 在 地

４.最終処分する [4.4.3]

・廃石膏ボード ※管理型　　・　　

※安定型　　・　　

備 考数 量

数 量

最 終 処 分 場 の 種 類名 称

最終処分施設

５.処理に注意を [4.5.1]

・特定廃石膏ボード
・CCA処理木材

備 考数 量名 称 仕 様

最終処分施設

｢特定廃石膏ボード｣とは、次の工場で製造された石膏ボード製品が廃棄物となったもの。
①ひ素混入石膏ボード

商　品　名 ：タイガーボード
工　場　名 ：小名浜吉野石膏㈱いわき工場　　裏面表示マークは｢吉野石膏OY｣
製 造 期 間：昭和48年3月～平成9年4月
JIS許可番号：277057、277058
ロット番号 ：0373○○○○○○○○○～0497○○○○○○○○○

②カドミウム混入石膏ボード
商　品　名 ：アドラせっこうボード

ロット番号 ：A4Y410～A9430
JIS許可番号：265023、265024
製 造 期 間：平成4年10月～平成9年4月

工　場　名 ：日東石膏ボード㈱八戸工場
裏面表示マークは｢日東石膏ボード株式会社｣

※監督員の承諾する施設　　　・図示　　　・現場説明書による

※監督員の承諾する施設　　　・図示　　　・現場説明書による

[6.1.3]分析による確認　　　・下表による　　・図示

成形ｾﾒﾝﾄ板

木毛ｾﾒﾝﾄ板

その他

※定性分析（※3　・　）
・定量分析（※3　・　）
※定性分析（※3　・　）
・定量分析（※3　・　）
※定性分析（※3　・　）
・定量分析（※3　・　）
※定性分析（※3　・　）
・定量分析（※3　・　）

※図示
・仕上表による
※図示
・仕上表による
※図示
・仕上表による
※図示
・仕上表による

調査方法
（1材料あたりの試料数）

分析方法

分析結果については、監督職員に提出すること。

測定場所　　　※図示
測定点　　　　※図示

[6.1.4]

測定機関は、都道府県労働局に登録されている作業環境測定機関とする。
光学顕微鏡法及び走査電子顕微鏡法｣による位相差・分散顕微鏡法による。

（レベル1）

[6.3.2]

除去物及び汚染物質等
※密封処理（二重袋梱包）

隔離養生に用いたシート、使用した使い捨て保護衣、高性能真空掃除機フィルタ、
粉じん機フィルタ等についても密封処理を行う。

保温材等の除去
（レベル2）

[6.4.2]

除去物及び汚染物質等
※密封処理（二重袋梱包）

隔離養生に用いたシート、使用した使い捨て保護衣、高性能真空掃除機フィルタ、
粉じん機フィルタ等についても密封処理を行う。

成形板の除去
（レベル3）

[6.5.2]

６
　
石
綿
含
有
建
材
の
除
去
等

１.石綿含有

３.石綿含有

４.石綿含有

５.石綿含有 石綿含有成形板の除去方法

石綿含有保温材等の除去方法

石綿含有吹付け材の除去方法

石綿粉じん濃度測定方法
石綿粉じん濃度測定は｢JIS K3850-1空気中の繊維状粒子測定方法-第1部：

石綿粉じん濃度測定

平成28年4月13日 基発0413第3号 ｢建材中の石綿含有率の分析方法について｣による

吹付け材の除去

(石綿含有のものを含む)
・石綿含有成形板

材 料 名 分析を行う箇所 備　考
分析調査

解体共通仕様書6.5.2によるものとする。

解体共通仕様書6.3.2によるほか、部位・内容に応じた除去は専門工事業者の仕様で
監督職員の承諾するものとする。

解体共通仕様書6.4.2によるほか、部位・内容に応じた除去は専門工事業者の仕様で
監督職員の承諾するものとする。

２.石綿粉じん
濃度測定

機器類

シーリング材

建設廃棄物

廃棄物
要する建設

電気設備の
切替・遮断等
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F棟（特別教室棟）
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塩　　尻　　市 洗馬小学校貯水槽耐震化工事 R5.10.31２階平面図
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給食棟【Ｅ棟】

普通教室棟【Ｄ棟】

特別教室棟【Ｆ棟】

特別教室棟【Ｆ棟】

高架水槽

給油庫

物置

松：目通り600φ

松：目通り600φ

松：目通り600φ

松：目通り600φ

松：目通り600φ

浄化槽

キュービクル

昇降口棟【Ｃ棟】
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受水槽プロパン庫 ポンプ室

（12,000）
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桜：目通り150φ×2

焼物小屋

現況配置図　Ｓ＝１：１５０
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塩　　尻　　市 洗馬小学校貯水槽耐震化工事 R5.10.31現況配置図
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受水槽参考図 Ｓ＝１：３０

受水槽参考図

1
,
0
0
0

1
,
0
0
0

1
,
0
0
0

1
,
0
0
0

4
,
1
3
0

6
0

2

3,630

2 2 1,000 2 500 2 1,000 21,00060 60

2
2

2
2

6
0

B

A

A

A

1
,
0
6
3

1
,
0
0
2

1
,
0
0
2

1
,
0
6
3

4
,
1
3
0

2
5
0

6
2
4

3
7
8

6
2
4

3
7
8

6
2
4

3
7
8

6
2
4

2
5
0

2,316 440 624 250

1,063 1,063 1,504

3,630

架 台 図 Ａ材：[－150×75×6.5

Ｂ材：[－75×40×5（溶融亜鉛めっき）
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30

33 25

φ14

（据付ボルト穴）

[－125×65×6]

4－φ14

ａ部拡大図

ｂ部拡大図

据付金具部詳細

（タンク最外寸法）

側壁

底板

据付金具

据付ボルトＭ12

アンカーボルトＭ16

架台

30

注記

1

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

Ｎo

ドア

ガラリ

ポンプ室

仕切板

外梯子

内梯子

電極取付用座

通気口

排水口

溢水口

出水口

入水口

入水口

マンホール

槽本体

　　　名　称

AL

ABS

FRP

FRP

SS

PVC

ABS

ABS

FRP

FRP

材質 数量

1

2

1

1

2

2

2

4

2

1

巾385

巾300

PF2

50A

50A

φ600

ｻｲｽﾞ

790×1795H

200×250

1.5m×4m×2mH

溶融亜鉛めっき品

カバー、防波官付

防虫網付

緊急遮断弁2台　制御盤付

取外し兼用型　内ふた付

R 16.0　M3

（2.0＋2.0）

水平震度：Ｋ H ＝1.5
二槽式

複合板構造

GSH型 （2.0×4.0×2.0H）

図
番 T23H03-026-01-01

納入先：　洗馬小学校 殿

受水槽参考図

タンク外観色は、アイボリーです。（マンセル2.5Y9/2）

パネル締結用ボルトはSUS－304品です。

気相部は樹脂ライニングボルト・ナット品です。

水槽質量は、1465kgです。

（　　）内寸法はタンク最外寸法を示します。【本図面は参考図となります】

側壁・底板部の平均保温厚は25mm、天井も複合板構造です。

ポンプ室も複合板構造です。

公共建築工事標準（複合板）、ＳＵＳ仕様

ＮＯ．ＳＩＧＮ．ＤＡＴＥ．ＳＣＡＬＥ．ＭＡＰ　ＮＡＭＥ．ＰＲＯＪＥＣＴ．

塩　　尻　　市 洗馬小学校貯水槽耐震化工事 R5.10.31受水槽参考図
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Ａ３：Ｓ＝１：６０
Ａ－１０



ＮＯ．ＳＩＧＮ．ＤＡＴＥ．ＳＣＡＬＥ．ＭＡＰ　ＮＡＭＥ．ＰＲＯＪＥＣＴ．

塩　　尻　　市 洗馬小学校貯水槽耐震化工事 R5.10.31
＜電気設備工事＞

動力　電灯　コンセント設備図

Ａ１：Ｓ＝１：５０

Ａ３：Ｓ＝１：１００
Ｅ－０１

焼物小屋

ポンプ室

新設　受水槽

プロパン庫

高架水槽高架水槽

焼物小屋

　　既存　受水槽
（受水槽新設後　撤去）

ポンプ室

新設　受水槽

プロパン庫

　　既存　受水槽
（受水槽新設後　撤去）

P P

PO-11

WP
WP

WP WP

SUS

SUS

1.特記なき配管配線は下記による。

EM-IE1.6×2 (E19)

(E19)EM-IE2.0×3 (内1C E)

2.本工事は既存受水槽の撤去前に工事を行い、工事終了後に電源切替及び
　既存受水槽撤去（別工事）に関わる電気設備の撤去を行うものとする。

注記

IE5.5
EM-IE5.5 ×4 (内1C E)

凡例

プルボックスSS500×500×200

WP

壁付スイッチ 1P15×1

壁付防水コンセント 2P15A×2

プルボックスSS500×500×200WP-SUSSUS

LED直付天井灯 LSS1-4-37

手元開閉器盤 新設
（※盤図参照）

2.0

2.0

2.
0

IE5.5

IE5.5

(E25)

パネルヒーター

加圧給水ポンプ

緊急弁装置制御盤

2.0（G）

2.0（G）

2.
0（

G）

2.0（G）

(G16)EM-IE2.0×3 (内1C E)
2.0（G）

EM-IE1.6×2 (E19)

EM-IE2.0×3 (E19)

EM-IE2.0×3 (E19)

EM-IE5.5 ×4 (E25)

照明

屋外コンセント

パネルヒーター

加圧給水ポンプ

EM-IE2.0×3 (E19) 緊急弁装置制御盤

EM-IE5.5 ×4 (E25) 加圧給水ポンプ

WPWPWPWP

2.
0

2.02.02.0

給水管凍結防止ヒータ用
（上下4M毎に設置する）

既存屋外コンセントを取外し後
プルボックス内にて既存配線に再接続

高架水槽置場　コンセント設備図　S=１：５０高架水槽置場　コンセント設備図（撤去図）　S=１：５０

WPWP

WP

LF

屋外コンセント撤去
配管配線は再使用

配管配線残置

屋外コンセント残置

配管配線残置

屋外コンセント残置

JBプレート撤去
（隠蔽配管配線は残置）

CVVS2 -5C(E25) 撤去

既存位置ボックスにブランクプレート新設

PO-11

既存電灯動力盤
（※盤図参照）

既存プルボックス

新設プルボックス

P

P

P

既存プルボックス
200×200×150　撤去

WPWP

LF

CV3.5 -2C (PE28)　撤去

CVVS2 -4C (PE22)　撤去CVVS2 -4C (PE22)　撤去 同右

新設受水槽　動力・電灯・コンセント設備図　S=１：５０

既存受水槽　動力・コンセント設備図（撤去図） 　S=１：５０

IV2.0×2 (E19)　撤去

CVVS2 -4C (E25)　撤去

IV5.5×3 E2.0 (E25)　撤去

IV5.5×3 E2.0 (E25)　撤去

既存電灯動力盤
（※盤図参照）

AC 1φ3W 210／105V

ＥＬＣＢ ３Ｐ
５０ＡＦ／３０ＡＴ

開閉器容量ＮＯ．

ＭＣＣＢ ２Ｐ ５０ＡＦ／２０ＡＴ１ 電灯 １００

３ ヒーター ２３８

５ 浄化槽 ２００

ＭＣＣＢ ２Ｐ ５０ＡＦ／２０ＡＴ

ＭＣＣＢ ２Ｐ ５０ＡＦ／２０ＡＴ

開閉器容量ＮＯ．
負荷名称 負荷容量 ｋＶＡ

ＭＣＣＢ ２Ｐ ５０ＡＦ／２０ＡＴ
１ ヒーター １７００

２ コンセント ２００

４ コンセント ３００

ＭＣＣＢ ２Ｐ ５０ＡＦ／２０ＡＴ

ＭＣＣＢ ２Ｐ ５０ＡＦ／２０ＡＴ

緊急弁装置 ５０ＭＣＣＢ ２Ｐ ５０ＡＦ／２０ＡＴ

AC 1φ3W 210／105V

ＥＬＣＢ ３Ｐ
５０ＡＦ／３０ＡＴ

3E

52-1

A

SC

ON

OFF

RL

GL

ON

OFF

RL

GL

3E

52-1

A

SC

COS

G4

Bz

RY

揚水ポンプ 揚水ポンプ4P 5P 消火栓
ポンプ

総合盤

既存　電灯動力分電盤 改修図（新設受水槽用配管配線新設後に工事）

既存負荷 新設負荷 既存負荷 新設負荷

負荷名称 負荷容量 ｋＶＡ

既存負荷 新設負荷 既存負荷 新設負荷

※１ ※１ ※１ ※１

※３　配管配線撤去し回路は残置

ヒーター １７００※１ 電灯 ５０

１

１

６

６

４

２

コンセント ２００

コンセント ３００

※２

※２

※２

※２　配管配線撤去し既存回路に新設回路を接続または、既存回路に新設回路を接続

※１　既存 ＭＣＣＢ ２Ｐ ５０ＡＦ／２０ＡＴ をＭＣＣＢ ２Ｐ ５０ＡＦ／５０ＡＴに取替後、既存回路及び新設回路を再接続

3.特記なき屋外埋設配管はGL-300mm とする。

EM-CEE2 -3C（本工事）
（緊急弁装置警報）

緊急弁装置制御盤へ

S

手元開閉器盤（新設受水槽工事に設置し既存受水槽撤去前に既存電灯動力盤と接続を行う）

ＥＬＣＢ ３Ｐ ５０／３０ＡＴ ２.２ ｋW ＣＥＴ５.５sq - ４C加圧ポンプ（新設受水槽）

ＥＬＣＢ ３Ｐ ５０／３０ＡＴ ２.２ ｋW ＣＥＴ５.５sq - ４C加圧ポンプ（新設受水槽）

屋内鋼板製露出型（指定色塗装）（本工事）

ＣＥＴ５.５sq - ４C（本工事）

幹線分岐（二次側）

改修内容

→ ＭＣＢ２Ｐ５０ＡＦ／５０ＡＴ

4.地中線路には埋設標識シートを敷設すること。

CEE
EM-CEE2 -3C (E19)

C
E
E

緊急弁装置警報

揚水ポンプ　撤去

揚水ポンプ　撤去

EM-CE3.5 -2C (FEP30)

EM-CE3.5 -3C (FEP30)

EM-CE3.5 -3C (FEP30)

EM-CE5.5 -4C (FEP30)

照明

屋外コンセント

パネルヒーター

加圧給水ポンプ

EM-CE3.5 -3C (FEP30) 緊急弁装置制御盤

EM-CE5.5 -4C (FEP30) 加圧給水ポンプ

緊急弁装置警報EM-CEE2 -3C (FEP30)

EM-CEE2 -3C (E19)



・根切中の良質土（ただし管の周囲は山砂、川砂又は再生砂）　・山砂の類

○

項　　　　　目 特　　　　　　　　記　　　　　　　　事　　　　　　　　項

２．特　記　仕　様

　(1)章は●印の付いたもの、項目は番号に○印の付いたものを適用する。

　(2)特記事項のうち選択する事項は・印の付いたものを適用し、・印の付いたものは適用しない。

参考図書

(1)図面及び特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書（機械設備

(2)電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、電気設備工事及び建築工事は、それぞれの工事仕様を適用し、下記の

　 工事仕様は適用しない。

本工事に使用する設備機材等は、設計図書に規定するもの又は、これらと同等のものとする。

ただし、これらと同等のものとする場合は、監督職員の承諾を受ける。

ただし、（社）公共建築協会が発行する「建築材料・設備機材等品質性能評価事業 設備機材等評

能証明資料」という。)を提出して監督職員の承諾を受ける。(標準仕様書第1編第1章第4節1.4.2)

使用する機材が、設計図書に定める品質及び性能を有することの証明となる資料(以下、「品質性

価名簿」によって所定の評価を受けているものは省略できる。製作図、試験成績書等は除く。

使用材料名、製造者名、発注先、品質性能証明資料提出の省略について記載した調書を作成し、

監督職員の承諾を受ける。

１

２

３

機 材 等

機材の品質･性能証明

使用材料発注先調書

工　事　仕　様　（機械設備）

本工事の建物内部に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有するも

のとし、次の1)から5)を満たすものとする。

なお、ホルムアルデヒドを発散しないものとは、発散量が規制対象外のものを、ホルムアルデヒ

ドの発散量が極めて少ないものとは、発散量が第３種のものをいい、原則として規制対象外のも

のを使用するものとするが、該当する材料等が無い場合は第３種のものを使用するものとする。

ド、その他の木質建材、ユリア樹脂板、仕上げ塗材及び壁紙は、ホルムアルデヒドを発散しない

か、発散が極めて少ないものとする。

2)保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない

ものとする。

3)接着剤はフタル酸ジーｎーブチル及びフタル酸ー２ーエチルヘキシルを含有しない難揮発性の可

塑剤を使用し、ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを発散しないか、発散

が極めて少ないものとする。

4)塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを発散しないか、発散が極めて

少ないものとする。

5)上記1)、3)、 4)の建築材料等を使用して作られた家具、書架、実験台、その他什器等は、ホルム

アルデヒドを発散しないか、発散が極めて少ないものとする。

1)合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ，パーティクルボー

①JIS及びJASの F☆☆☆☆規格品

②建築基準法施行令第２０条の７第４項による国土交通大臣認定品

③下記表示のあるJAS規格品

ａ 非ホルムアルデヒド系接着剤使用

ｂ 接着剤等不使用

ｃ 非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散しない材料使用

ｄ ホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用

ｅ 非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散しない塗料使用

ｆ 非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散しない塗料等使用

①JIS及びJASの F☆☆☆規格品

②建築基準法施行令第２０条の５第３項による国土交通大臣認定品

③旧JISのＥo規格品

④旧JASのＦco規格品

下記の物質を材料及び製造工程に使用されていないこと。

飲料水管系に使用されているペーストシール剤は、室内汚染に係る揮発性化合物に指定されている

　ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン

　パラジクロロベンゼン、テトラデカン、クロルピリオス、フェノブカルブ、ダイアジノン

　フタル酸ジーｎーブチル、フタル酸ジー2ーエチルヘキシル

規　制　対　象　外

ホルムアルデヒドの発散量

第　三　種

該　当　す　る　建　築　材　料

化学物質を発散する

建 築 材 料 等

ペ ー ス ト シ ー ル 剤

この工事に必要な工事用電力、用水、諸手続きなどの費用は請負者の負担とする。工事用電力･用水等

資 材 の 保 管

建 設 発 生 土

埋 め 戻 し 土 ・ 盛 土 ○根切中の良質土（ただし管の周囲は山砂、川砂又は再生砂）　・山砂の類

４

５

６

７

８

９

かって下り勾配とする。

給水、給湯、消火、冷温水、冷却水管は、図示による水抜きが確実にできるよう水抜き位置に向

する。また、コンクリート土間下配管は、鋼棒等により沈下防止措置をする。

コンクリート内の鋼管、鉛管及び塩ビ管については、プラスチックテープを1/2重ね１回巻きと

配 管 勾 配

管 の 保 護

給水管、消火管の埋設深さは　　　　　mmとする。又、ガス管の埋設深さは　　　　　mmとする。

土中埋設管（排水含む）は、管の上下をサンドクッション厚100mmで保護する。管 の 埋 設

給水管、消火管の埋設深さは　７００　mmとする。又、ガス管の埋設深さは　　　　　mmとする。

排水管を除く管には、埋設表示用テープを設置する。

は埋設標示ピンとする。また、施工上生じた分岐、曲がりの箇所についても同様とする。

図示された屋外埋設管の分岐及び曲がりの箇所には、コンクリート製標柱を埋め込む。舗装部分管 の 埋 設 表 示

10

11

12

13

項　　　　　目 特　　　　　　　　記　　　　　　　　事　　　　　　　　項　 工事編）（最新版）」（以下、「標準仕様書」という。）、「公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）（最新

　 「標準図」という。）による。

　 版）」（以下、「改修標準仕様書」という。）及び「公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（最新版）」（以下、

○監督員が指示する構内の場所に敷ならし　　・構内指定場所にたい積　　・構外搬出適切処理・監督員が指示する構内の場所に敷ならし　　・構内指定場所にたい積　　・構外搬出適切処理

　ダクト　　　　　　　　　　　・イ（・１号　・２号）　　・ロ

標準仕様書第１編１．７．４によるほか、バルブ類等は必要に応じて合成樹脂製名札をステンレ

ス線等で取付ける。

文 字 入 名 札 等

標準共通仕様書第２編によるほか下記による。

給水管、給湯管、冷温水管等の管、バルブ（グランド部を含む）、フランジ、可とう継手及び空

調ダクトのフランジは、建物内外共保温する。なお、保温端部はシーリング処理を行う。

保 温 及 び

消 音 内 貼 り

14

15

区　　　　分

倉庫・書庫

居室・廊下など

屋外露出、多湿箇所

（　　　　　　　）

・カラー亜鉛鉄板　　　　　　・　

・ステンレス鋼板　　　　　　・　

・アルミガラスクロス　　　　・　

・アルミガラスクロス　　　　・　

区　　　　分 保　　　　温　　　　外　　　　装

倉庫・書庫

屋外露出、多湿箇所

・アルミガラスクロス　　　　・　

・アルミガラスクロス　　　　・　

居室・廊下など ・綿布　　　　　　　　　　　・　

機械室

機械室

保　　　　温　　　　外　　　　装

（　　　　　　　）

・換気ダクトの保温要（保温厚25mm）　　　　　・範囲は図示による　・　

・外気取入れダクトの保温要（保温厚25mm）　　・範囲は図示による　・　

・排気ダクトの保温要（保温厚25mm）　　　　　・範囲は図示による　・　

・還りダクトの保温要（保温厚25mm）　　　　　・範囲は図示による　・　

・膨張タンクよりボイラーへの補給水管の保温は膨張管の項による。

・建物内の空気抜き管の保温は膨張管の項による。

・空気調和機、ファンコイルユニット、冷水及び冷温水のドレーン管の保温は排水管の項による。

・全熱交換器用ダクトの保温要（保温厚25mm）　・範囲は図示による　・　

保温種別は下記による

　冷温水、冷水、温水、蒸気管　・イ　　　　　　　　　　　・ロ

　機器　　　　　　　　　　　　・イ　　　　　　　　　　　・ロ

　排水管　　　　　　　　　　　・ロ　　　　　　　　　　　・　

・排水管でピット内、共同溝内及び最下階の床下の下記の部分は保温する。

　なお仕様はｄ(ハ)とする。

　（・排水トラップ　・鉛管　・鋼管類　・ビニール管　・ドレーン管　・　　　　　　　　）

・消火管で下記の部分は保温する。なお仕様は給水管の項による。

　（・屋内消火管　・水抜きできない管　・スプリンクラー配管　・　　　　　　　　　　　）

・圧力タンク、膨脹水槽、各種呼水槽等鋼板製水槽は保温する。なお仕様は各機器の項に準ずる。

・大便器は保温する。

・共同溝の保温種別　（・ピット内に準ずる　・　　　　　　　　　　）

　給水管　　　　　　　　　　　・ハ　　　　　　　　　　　・ロ（凍結防止帯巻部分）　

　給湯管　　　　　　　　　　　・イ　　　　　　　　　　　・ロ

・ダクトの保温外装は下表による。

・配管の保温外装は下表による。

　冷温水、冷水、温水、蒸気管　・イ　　　　　　　　　　　・ロ

　機器　　　　　　　　　　　　・イ　　　　　　　　　　　・ロ

・消火管で下記の部分は保温する。なお仕様は給水管の項による。

　（・屋内消火管　・水抜きできない管　・スプリンクラー配管　・　　　　　　　　　　　）

・圧力タンク、膨脹水槽、各種呼水槽等鋼板製水槽は保温する。なお仕様は各機器の項に準ずる。

○配管の保温外装は下表による。

○ステンレス鋼板　　　　　　・　

　給水管　　　　　　　　　　　○ハ　　　　　　　　　　　○

・各種機器について図示電気ヒーター等の防凍対策を行う。（　　　　　　　　　　　　　　）

・屋外露出部（給水管、冷温水管、膨脹管、冷水管、温水管、ドレーン管、消火管、排水管、

弁類）は防凍保温を行い、厚さは管径25mm以下のものは50mm、管径32mm以上のものは40mmとする。

・屋外露出部（給水管、冷温水管、膨脹管、冷水管、温水管、ドレーン管、消火管、排水管、防 凍 保 温

○屋外露出部（給水管、冷温水管、膨脹管、冷水管、温水管、ドレーン管、消火管、排水管、

16

弁類）は電気ヒーター等の防凍対策を行う。なお、保温厚は１５に準じる。

・アルミガラスクロス　　　　・　

・排水管でピット内、共同溝内及び最下階の床下の下記の部分は保温する。

　（・排水トラップ　・鉛管　・鋼管類　・ビニール管　・ドレーン管　・　　　　　　　　）

○アルミガラスクロス　　　　・　

・綿布　　　　　　　　　　　　ファインカバー　

管 の 圧 力 又 は

通 水 試 験

14 排水管は保温前に通水試験を、その他の管は保温前に圧力試験を実施する。

試験方法については監督員と協議する。

主 任 技 術 者 の 適 用 ・資格の区分Ⅰ　　・資格の区分Ⅱ　　　　　　　　　○10

11 技 能 士 の 適 用 ・配管　　・冷凍空気調和機器　　・熱絶縁施工　　・建築板金○　　　　　　　　　　　　　　　○

12 総 合 調 整

12 耐 震 処 置 ○　　

○　　・機器、配管は耐震を考慮し、堅固に据付、取付又は支持を行う。

１．共　通　仕　様

記 号 名 称 （適用） 仕 様

屋 外 埋 設

水 抜 栓 以 降
給 水 管 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管

土 中 及 び 土 間

屋 内 一 般 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管

凡 例

ＪＷＷＡ　Ｋ　１１６　ＶＤ

ＪＷＷＡ　Ｋ　１１６　ＶＢ

一 般 排 水 ＪＩＳ　Ｋ　６７４１　ＶＰ硬質ポリ塩化ビニル管受水槽廻り排水管

・設計水平地震力は受水槽1.5Gとする。

・飲料水の水質の測定（・水質基準11項目　・トルエン）・検査箇所は監督員の指示による。○　　　　　　　　　　○　　　　　　　　○

給水用高密度ポリエチレン管（電気融着接合）ＪＷＷＡ　Ｋ　１４４

資材の保管は地上20cm以上の架台に乗せる。

・ステンレス鋼板又はガルバリウム鋼板

ＮＯ．ＳＩＧＮ．ＤＡＴＥ．ＳＣＡＬＥ．ＭＡＰ　ＮＡＭＥ．ＰＲＯＪＥＣＴ．

塩　　尻　　市 洗馬小学校貯水槽耐震化工事 R5.10.31 Ｍ－０１
Ａ１：NO SCALE

Ａ３：NO SCALE特記仕様書・凡例

＜機械設備工事＞

●長野県営繕工事の手引き（以下、「手引き」という。）（最新版）長野県建設部施設課監修



３.７

ｋＷ １

消費電力１００約 Ｗ１００１

屋 外１

、感震コントローラ及び制御盤）

有効容量 ｍ３

）共

一般付属品（マンホール・防波板・内外タラップ・電極座・通気口他配管取出口）

１.５Ｇ設計震度

電極棒（

緊急遮断弁装置（遮断弁

平架台（溶融亜鉛めっき仕上）

新 設 機 器 表 公共建築工事標準仕様書適用

設置場所

電　　気　(60Hz)　＜参考値＞

電圧(V) 備　考容　量相

台　数仕 様 備 考名 称記　号

受 水 槽 ＦＲＰサンドイッチ構造組立型（天板共サンドイッチ）ＴＷ－１

５Ｐ

受水槽ポンプ室

１FL

2FL

P
緊急遮断弁

出 力２００３ ｋＷ １ＰＷ－１ 加 圧 給 水 ポ ン プ 受水槽ポンプ室 基礎又は架台で高さ調整

ＰＨ－１ 電気パネルヒーター 1 100/200 １．０壁掛　暖房能力：1.0KW

参考品番：ｲﾝﾀｰｾﾝﾄﾗﾙNY-1000

１６

５０Ａ

※水槽内天板保温材落下防止用のPVCアングルを取付

ＧＬ＋５００Ｈ

基礎工事＜建築工事＞

自動給水装置　吸込み口50㎜・吹き出し口65㎜

消費電力８.５
ｋＷ

消費電力
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受水槽参考図（S=1/50)

系 統 図
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F棟1F系統

E棟系統

F棟2F系統D棟2F系統A棟2F系統

A棟1F系統 D棟1F系統
中庭埋設

高架水槽撤去

・配管、保温機械設備工事

・本体建築工事

1
2
5
A

7
5
A
A

BV75A

受水槽新設

参考品番：川本製作所　KFE50P3.7

防振架台・制御盤・ヒーター

吐出量500L/min・全揚程32ｍ

二層式２.０×４．０×２.０Ｈ・ポンプ室1.5×4.0×2.0H

ＮＯ．ＳＩＧＮ．ＤＡＴＥ．ＳＣＡＬＥ．ＭＡＰ　ＮＡＭＥ．ＰＲＯＪＥＣＴ．

塩　　尻　　市 洗馬小学校貯水槽耐震化工事 R5.10.31
＜機械設備工事＞

機器表・受水槽参考図

Ａ１：Ｓ＝１：５０

Ａ３：Ｓ＝１：１００
Ｍ－０２



松：目通り600φ

給食棟【Ｅ棟】

普通教室棟【Ｄ棟】

特別教室棟【Ｆ棟】

特別教室棟【Ｆ棟】

高架水槽

給油庫

浄化槽

キュービクル

昇降口棟【Ｃ棟】工事位置図　Ｓ＝１：１５０

普通教室棟【Ｄ棟】

プロパン庫

ポンプ室

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ撤去

焼物小屋

物置

NG

X

ﾋﾟｯﾄ内揚水管残置

切断水抜き後、ﾋﾟｯﾄ側ｷｬｯﾌﾟ止め
屋外埋設管残置

G

量水器へ

G

G

既設受水槽撤去（詳細図参照）

既設桝撤去接続

既設切断分岐
75A制水弁取付
制水栓ﾎﾞｯｸｽ
舗装剥ぎ取り復旧

50A

1
0
0
A

1
0
0
A

受水槽新設（詳細図参照）

75A 75A

受水槽切替後、断水ｷｬｯﾌﾟ止め（不凍栓75A×800L撤去）

75A 75A

7
5
A

※中庭埋設配管・芝生は現状を剥ぎ取り復旧程度

7
5
A

消火水槽ｵｰﾊﾞｰ100A

凍結ﾋｰﾀｰ+SUSﾗｯｷﾝｸﾞ保温
FJ75
露出配管75A

75A

5
0
A

5
0
A

50A

※既設不凍栓撤去、一次側ｷｬｯﾌﾟ止め
不凍栓ﾎﾞｯｸｽVC-6
地下式不凍栓50A×600L

高架水槽へ

給食室給水系統へ

ＮＯ．ＳＩＧＮ．ＤＡＴＥ．ＳＣＡＬＥ．ＭＡＰ　ＮＡＭＥ．ＰＲＯＪＥＣＴ．

塩　　尻　　市 洗馬小学校貯水槽耐震化工事 R5.10.31
＜機械設備工事＞

配 置 図

Ａ１：Ｓ＝１：１５０

Ａ３：Ｓ＝１：３００
Ｍ－０３



Ｓ＝１：５０ Ｓ＝１：５０
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西　立　面　図

D11

D12

D13 D16D15D14D10D9D1 D2 D3 D4 D5 D6 D7 D8

東　立　面　図

南　立　面　図

北　立　面　図

立面図 H26　大規模改修工事　竣工図による Ｓ＝１：２００

← 高架水槽置場

高架水槽置場 → ← 高架水槽置場

高架水槽置場 →

既存高架水槽置場　平面詳細図 既存高架水槽置場　断面詳細図

高架水槽置場

排水目皿

5,000

▽ 2FL＋7500

7
5
0

3
,
2
0
0

普通教室棟【Ｄ棟】

排水パイプ：VP75φ

排水パイプ：VP50φ

防水仕上：

合成高分子ルーフィング t＝1.2

220

90 90，20， 20

220

125

1
3
0

防水モルタル塗り 20

高架水槽置場

高架水槽撤去（建築工事）

詳細図へ

FJ75

地中埋設配管（受水槽へ）

凍結防止ﾋｰﾀｰ巻+ﾗｯｷﾝｸﾞ

ﾌﾟﾗｸﾞ既設接続
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BV75

高架水槽置場内も凍結防止ﾋｰﾀｰ巻きとする。

コア抜き125φ
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A
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高架水槽詳細図
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受水槽廻り配管撤去指示図

主な工事内容

①

②

（弁類及び保温を含む）

③

（水道局申請を含む）

③

（防止帯巻きの上、仕様書による保温施工）

受水槽及び加圧給水ポンプ（１台）新設

給水配管の新設　＜実線部分全て＞

受水槽工事期間中は、既設受水槽を利用し

休日等に切替を行う

B

既設事務所警報盤へ

一括警報電気工事

給水・ドレン管湿部は、全て凍結防止帯巻き

仕切弁50A（ｺｱ5K）×2

ポンプ廻り弁類

ﾊﾞﾀﾌﾗｲ弁65A（ｱﾙﾐｷﾞｱ）×1

ﾊﾞﾀﾌﾗｲ弁75A（ｱﾙﾐｷﾞｱ）×1

緊急遮断弁50A×2,制御盤

50A

65A SS

5
0
A

5
0
A

5
0
A

5
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A

7
5
A

配置図参照

配置図参照

配置図参照
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GV50
GV50 50A

50A

100A

1
0
0
A

100A

ｺﾝｸﾘｰﾄ桝450□

ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ蓋

地下式不凍栓40A×600L

塩尻市型ボックス

定水位弁40A

ボールタップ20A

×２

×２FJ40A,FJ20A,Yｽﾄ40A

PW-1

65A

7
5
A

F
J
7
5

75A

ｴｱ-抜GV20

防振継手（ｺﾞﾑ）50A×2

緊急給水用仕切弁25A（ｺｱ5K）×1

緊急給水用水栓13A×1

防振継手（ｺﾞﾑ）65A×1

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ75A×1

仕切弁20A（ｺｱ5K）×1（ｴｱｰ抜き用）

ﾊﾟﾈﾙﾋｰﾀｰ
D50

緊急遮断弁制御盤

GV15

GV15

40A

40A50A

50A

50A

50A

65A

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ

消火ﾎﾟﾝﾌﾟ

ｷｬｯﾌﾟ止め75A

7
5
A

7
5
A

75A

20A

立上りにてプラグ止め

5
0
A

受水槽・揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ×2台撤去（建築工事）

HIVP75（地中）×1m

VB75（屋外露出）×8m（保温共）

VB50（屋外露出）×2m（保温共）

地下式不凍栓80A-800L×1

定位水弁80A×1・ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ20A×1

GV65A×1・GV50A×3・GV40A×2

GV20A×1・GV15×2

ｺﾝｸﾘｰﾄ桝450

65A65A

125A

65A

切断

切断・ﾌﾟﾗｸﾞ65Aｷｬｯﾌﾟ100A

1
0
0
A

50AGV50

高架水槽撤去（建築工事）

VB125（屋内露出）×2m（保温共）

VB65（屋内露出）×6m（保温共）

GV125A×1・GV50A×1

高架水槽廻り配管撤去指示図

受水槽廻り配管図

自動制御系統図・平面図

5Ｐ5Ｐ

受水槽

遮断弁

緊急遮断弁盤

加圧給水ポンプ
制御盤へ接続

遮断弁

緊急停止信号
遮断弁盤警報

定水位弁

補給水

定水位弁

S S

既設事務所警報盤へ

一括警報電気工事

200×200×150 ×2
P.BOX(WP SUS)

200×200×150
P.BOX(WP SUS)

A A
B

B

B（ｼﾝﾀﾞｰ内）

遮断弁 遮断弁

C
C

D

ケーブルリスト

－Ａ－

　ＥＭ－ＣＥＥ　１．２５ロ　－　５Ｃ （ＧＺ２２）

５Ｐ電極

－Ｂ－

　ＥＭ－ＣＥＥ　１．２５ロ　－　５Ｃ×２

５Ｐ電極×２

－Ｃ－

　ＥＭ－ＣＥＥ　１．２５ロ　－　８Ｃ （Ｅ２５）

遮断弁

－Ｄ－

　ＥＭ－ＣＥＥ　１．２５ロ　－　４Ｃ （Ｅ１９）

緊急停止信号・遮断弁盤警報

（ＦＥＰ３０）

制御項目

＜受水槽＞

１．水位制御

　　槽内水位（ボールタップ）により定水位弁の開閉制御を行う。

２．水位監視

　　水位異常時、警報を出力する。（上限／下限）

３．揚水ポンプ空転防止制御

　　槽内水位低下時、加圧給水ポンプの空転防止を行う。

４．遮断弁制御（遮断弁制御盤機能）

　　地震時、遮断弁を閉とし、加圧給水ポンプの強制停止を行う。

VB40（屋内露出）×4m（保温共）

VB65（屋内露出）×3m（保温共）

VB50（屋内露出）×4m（保温共）

VP50（屋外露出）×2m（保温共）

VP100（屋外露出）×3m

VB20（屋外露出）×3m（保温共）

FJ75A×1・FJ50A×2・FJ20A×1

受水槽廻り配管撤去数量（参考数量）
高架水槽廻り配管撤去数量（参考数量）

VP50（屋内露出）×2m

VP100（屋内露出）×4m

FJ125A×1・FJ65A×1
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受水槽詳細図・自動制御設備
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